職種：経理・資金財務・経営管理分析　　職務：資金財務 (Treasury)
【概要】

　企業におけるグループ資金財務の調達・運用機能として資金繰り表の作成、 資金調達と資金運用及び株式・社債発行を包含する資本政策に関する仕事を行なう。 ただし、 「経理」（財務会計・税務会計）及び「経営管理分析」(FP&A)の仕事は含まない。
【仕事の内容】
資金財務の仕事は会社の規模及び業態によって数名の担当者ですべてを行う場合もあれば、 本社または支店に分かれて数名の資金財務担当者で分業する場合もある。
①　現預金等取引、 資金繰り表に関する仕事

現預金取引の記録・計算、債権・債務の保全管理、小切手・手形(含む電子記録債権)・ファームバンキングの振出し等の実務を行い、 資金の概念を理解したうえで資金繰り表を作成する仕事。またグローバル資金管理業務の重要性の高まりに応じ、 TMS(TreasuryManagementSystem)等のツールを活用してグループ会社の資金状況を把握し、 あわせて為替リスク管理についても注力する仕事。

②　資金調達・資金運用に関する仕事

資金運用表の内容を理解したうえで、不足または余剰資金の量、質、時期を把握し、　　　　金融関連の知識に基づき適切な資金調達(借入金、 社債)及び資金運用(貸付金、 外貨為替管理、 デリバティブ取引、 資産流動化業務)を行なう仕事。

③ 資本政策に関する仕事

資本政策に必要な情報収集として、 上場までに必要な資金を｢事業計画に基づいた資金計画｣により算出し、会社の運転資金や設備投資資金などを、 「いつ、誰から、どのような方法」で集めるかを検討するとともに、株式公開、増減資、ﾄﾗｯｷﾝｸﾞｽﾄｯｸ発行、株式分割・併合等の企画立案・実行に関わる仕事
【求められる経験・能力】

（１）資金財務の仕事に就くに当たって特定の学歴は問わないことが多いが、大学・大学

院又は専門学校・ 商業高校等で会計及び資金財務(Accounting&Finance)に関する専門

知識を学んでおくことが望ましい。
（２）標準的な企業において財務管理業務は広義の経理部門として位置付けられていることが多いことから、財務管理担当者に求められる知識や実務経験も財務管理分野のみではなく経理部門全体（簿記や会計を含む）とされることが多い。また、実務に関係する法規類としては会社法、金融商品取引法、外国為替法、国際会計基準などがある。
（３）資金財務戦略の企画立案、出納業務、資金の調達と運用など財務部門の主たる業務の遂行に際しては、自社財務状況の正確な理解とデリバティブなどの金融商品や取り巻く市場・外部環境の確実な理解と把握、そのための継続学習と分析力が求められる。また、社内外関係者と協調・共同しながら課題を解決していくため、対人関係のスキルも重要である。

【関連する資格・検定等】
・経理・財務スキル検定(FASS検定)[日本CFO協会]
・ビジネス・キャリア検定試験（財務管理１級～３級）〔中央職業能力開発協会〕
・簿記検定〔日本商工会議所〕、簿記能力検定〔全国経理教育協会〕

・公認会計士〔公認会計士・監査審査会〕　　　　　　　　　　　　　　　　　など
【厚生労働省職業分類（小分類）との対応】

　２６３　経理事務員
